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はしがき
本稿は，前号(第9巻第4号， 1985年 1月)の「巨大
所有の形成とその山林経営の展開(1 )Jにつづくもので
ある.
当初は，目次の 4，5を本号に掲載する予定であった
が，近年における大学での研究報告書出版予算の絶対的
不足および1983年以降の臨調答申路線のもとでのゼロ ・
シーリソグの実施による研究費の実質的な削減のなかで
その予定通りの公刊は不可能となった.したがって，本
号では本文を， r4.山林経営展開の基底」にとどめ，資
料のうち本主主に関わる部分について摘出して掲上するこ
ととしTこ.
4.山林経営1)展開の基底
1) r植樹地処分」と「起業条件」
(1) r植樹地」の選定規準
すでに述べたように，明治30年の国有未開地処分法に
おいて r植樹地J=r植樹ニ供スノレ土地」が初めて法令
上に規定された幻.
しかし，この規定は，当初その地種区分を定めたのみ
で，その選定に当つての具体的な規準を示してはいなか
った.それは，明治35年 (1902)の「北海道国有未開地
処分法施行規定取扱細則J(伺35年5月13日，北海道長
官訓才91号)によって定められている.この細則22条に
おいて「植樹ニ供スル土地ハ林相ヲ為サス耕地ニ必主要ナ
ラサノレ場所ニ限ノレモノトスJ(r北海道国有未開地処分法
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規」北大図書館蔵)とされたのであった.この細則の制
定は，同30年の|日法のffj1J~による大地積処分が，単なる
土地取得叉は立木取得を目的とする弊害を生み，農耕地
の拡大を図難にしたことおよび立木伐採だけをその目的
とした出願を規制す・ることにあった.とくに 「牧場処
分J11，“木伐り牧場"といわれたように，その立木が
無償であったために，その弊容が大きく ，処分地の荒廃
が問題となっていた.そして この「牧畜ニ供スル土
地J(/司21条)は，植樹地とともに， r耕地ニ必要ナラサ
ル場所」と， その出願条件を制限されたので、あった.つ
まり，牧場 ・植樹地の大地積処分が，農地の拡大とりわ
け厳民区画の認定に大きな障害となってあらわれてきた
ことに対すaる対応策でもあったのである.
この規定は，改正法制定以後の同42年12月「植樹目的
未開地売払処分ノ件J (拓殖9912号 ri災地改革史Jp. 114 
参照)によって，r植樹地目的で処分する土地は，地勢
急傾斜叉は地質劣悪で至IJ底耕作叉は牧畜に適せざる地を
以てすべく，仮令かLる土地でも既に天然生の樹林で山
林をなせる土地又は自然稚樹の育成に委せれば小林を形
成する土地は除外するこ とにしたJ(同上 p.114，傍点有
永)と規定されている.つまり，土壌，地形条件から農
畜産対象地が除外されるとともに， r仮令かLる土地で
も」天然林として成立する可能性をもっ林地は排除され
たのであり，その 「植樹地処分」の対象地は，土嬢 ・地
形的にf脊悪でかつ荒野と厳しく限定されることとなっ
た.その結果，北海道における未開地処分による民有の
林業用土地は，事実上，裸地・原野の人工造林対象地の
みに限定されることとな り，その大部分の森林は国有地
(内務省所管国有林 ・道有林)として確保されることにな
ったのである3).北炭においても，すでにみたように(前
稿表3-2)，明治43年以降には!日法貸下→付与処分によ
って取得した山林は無しまた改正法によるそれもわず
かに1.5千町歩にすぎず，植樹地処分による取得は初期の
明治31-38年にほぼ完了している.しかも，北炭の巨大
所有においては，この取得面積はその戦前期取得総面積
の58%(前稿表3-1参照)に当っており，その林野所
有の中核はこの「植樹地処分」によって形成されたもの
であった. このことは，北海道において成立した巨大所
有の形成過程における，北炭の特徴でもあったり.
なお，旧法においては，その貸下地は一般に周知され
なかったが，改正法においては 5町歩以上の売払予定
地は，すべて公示されることとなり，その選定は上記の
規準にもとつ'いてなされた. したがって，この「植樹
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地」の選定は，旧法に比べて，著しく制限されたものと
なった.以上のような，制限ないしは限定は，まず何よ
りも北海道拓見直政策上の農耕地の磯保にあったのである
が，同時に林野においては，国有林経営の開始にともな
う林野所有の確保にあったのであり ，北海道の林野所有
における「上から」のェ γタロージャーの第二段階とも
いえるものであったa)
この「植樹地」の規準は r然し，拓殖の進歩に伴な
って開墾適地は益々欠乏し，条件は益々劣悪化せざるえ
なかった・J(r燥地改革史上Jp.67)ので，大正B年
(1919) r殖民地選定心得J(道庁決議)によって，次の
三条件に修正されている.
「植樹地としては， (1)地形土質の関係上農耕叉は放牧
に適せざるもの.(2)現在林相をなさず叉は天然稚樹の生
育に依り森林を形成すべき見込なきもの.(3)地形土質が
放牧に適するも植樹を必要若くは有利と認むるもの」
(同上 p.68).この心得は，同時に「薪炭用林地」につい
てもほぼ同様の規定をなしている.この修正11，基本的
には前述明治42年の「植樹目的未開地処分ノ件」を引き
つぐものであったが， (3)の放牧との関係において，林地
(造林地)の必要性を認めており，これまで「到底耕作叉
は牧畜に適せざる土地」として，その拓殖政策において
度外視された林地の位置を改めるものとなっている 6)
さらに，この「心得」は，未開地，固有林内に「用地
50町歩以上の農耕地がある場合，特に必要な場合はそれ
以下でも殖民地を選定することが出来ることと しJ(向
上 p.67)た.このことは，この期までに確定した国家的
林野所有内の可耕地の開墾を促進することとなり，その
所有内に林内殖民制度を導入する契機ともなってい
る7)
以上のような「植樹地」の選定は，昭和2年 (1927)
「北海道国有未開地処分法施行規則」および「同施行細
則Jr同取扱手続」の全面改正により，次項にのべるよ
うな起業条件を施行納~IJで定めることにより ， 最終的な
確定をみている.これに対して，高倉は， rかくして，
多年の経験に基いて北海道国有未開地処分法は粉々その
理想に達したが，その時は既にその大部分が処分し尽さ
れた後のことであったJ(高倉新一郎，前掲 p.117)とし
ている.
(2) r植樹地」と「起業条件」
「北炭山林史」は， rしかし， Ii'北海道国有未開地処分
法』の規定によれば，貸付を受けた日から 1カ年以内に
起業方法書に基き着業しなければ，貸付を取消されるこ
巨大所有の形成とその山林経営の展開(n )一一一有永 35 
ととなっていた.こ Lにおいて急速に労働力を移入し，
h全会長毛先定-rG元金全自在岳志Lk.末，当面の対策
として林内に農民を入殖させる，いわゆる林内殖民を実
総し，半銭半林の形態を持って林業労務者を確保する方
策をまt怠するに至った・J (傍点一有永，同上 p.149~
150).この北炭の初期造林事業を規定し，その農地経営
の契機ともなった 「起業条件」は，固有未開地処分にと
もなういわば付帯条件であった.
この付帯条件It，さきにのベた 「植樹地」等の地積別
区分とともに，明治30年の|日法より採用された制度であ
った.この制度は「北海道国有未開地検査規則J(同年
5 r.l市192号)によって，成功検査，着手検査，使用検査，
予定地検査の四種に区分されて，制度的に規定されてい
た.これらの検査の規準は，同じく「北海道国有未開地
処分法施行規程J (同 4月道庁令第25号)の第三条によ
る「起業方法書」であった.この第三条は「処分法第三
条ニ依リ土地ノ貸付ヲ受ケントスノレ者ハ第1号様式ノ駁
おニ起業方法書図面及ヒ戸籍証明ヲ添へ北海道長官ニ差
UIスヘシJ(r北海道農地改革史(上)Jp.582) となって
おり，これによって「植樹地」は r第 1号様式ノ五」
による「起業方法書」を出願時に提出することになって
いた.またその貸付期聞は r植樹地叉ハ泥炭池ノ開墾
ニ1:民リ特ニ20ヶ年以内J (処分法第9条)となっており，
q削iI'J地」は20年間であった.以上のように， r植樹地J
の「起業方法書」は，貸付後20ヶ年間における付滞条件
であり，これに反した場合は，その処分の取消または未
成功地の返還を命ずることとなっていた.つまりi日法に
おいては，この処分は貸付処分であったから，この条件
が充足された場合にのみ，その付与条件=所有権の取得
がなされたのであり，改正法においては売払い処分であ
ったが，これも「成功検査済証」が渡されてはじめて所
有権が確定するという条件付付与処分であった.ただ，
貸与期間内であっても，成功地は区分して付与するとい
う部分付与が改正法の第三条三項に規定されていた.ま
た，改正法では，期限内に起業が成功しなかった場合
は，その部分につき土地の返還を命ぜられ，その売払代
金は没収されることとなっていた.
この「植樹地処分」に対する「第 1号様式ノ五円は
大略次のようなものであった.
35 
第 1号様式ノ五(槌樹の例)
一、何図何郡何町村字何々番地(何原野何線何番地)
二、未開地何坪内<略>別紙図面ノ個所
三、樹木ノ種類員数，何樹自通何尺回何本(樹木ノ
周囲三寸以下ナノレトキハ種別ヲ要セス)草原地
ニシテ樹木ナシ
四、目的地図，植樹地
五、 方法ノ要領，全地悉皆何4方法ヲ以テ刈持~ヒ何
々方法ヲ以テ植栽ス其苗木ハ何々ノモノヲ用ヒ
植付地刈扮iヒ手入補値ハ何々方法ヲ以テ何年間
継続シ新植樹ハ何年目ニ止ム
六、事業配蛍程度
初年何坪
新組地何坪此費用何程刈初¥1費何程
楢付費何程
植樹種類何々何本
右混植純植ヲ明記シ純植法ヲ以テ数種ノ植付
ヲ為ストキハ其坪数及本数ヲ掲記シ且ツ園面
ニ其区域ニテ示スヘシ
二年何坪
新棟地何坪此費用何程刈挑費何程
植付費何程
右槌樹種類何々何本
補値及手入刈初1¥地何坪此費用何程
補植費何程
右補植種類何々何本
三年以下前年ノ例ニ依ノレ
起業費合計何程
注意<略>
手入刈羽¥1費何程
(~北海道国有未開地処分法規」
道庁発行小冊子，北大図書館蔵
この方法書の末尾に 「注意」が付されており，それに
は， r針葉樹ハ混槌スノレヲ得ス旦ツ針葉樹ハー坪ニ付三
本澗葉樹ハー坪一本ノ割ヲ以テ植樹スヘシ補植ハ前年植
樹数ノ二割ヲ見込ミ貸討期限終了前少クモ二年以前ニ新
植ヲ了スヘシ.三寸以下樹木地叉ハ柴地ナノレトキハ第三
ニ其樹木ノ重ナル種類及他日天然ニ成林スノレノ見込アノレ
ヤ否ヤヲ明記スヘシJ(傍点…有永，向上)となってい
た.また，その「…五、方法ノ;要領」 においては，刈払
い，植付，苗木，手入，補植の方法等を詳細に記入する
ことになっていた.
つまり，この方法書は，針葉樹については 1町歩9，000
本左いう超密植 ・単純一斉人工造林法による脊林経営を
措定したのであった0). いうまでもなく，これらの条件
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は当時の技術的・社会経済的条件からみても，また現在
のそれからみても実行不可能であるばかりでなく，技術
的には無意味なものであった削. しかし，この事実は，
当時の道庁官僚逮が大農法による資本制農場の展開を夢
想としたと同じように林業においても，こうした人工造
林主義による資本制育林経営をその政策目楳としていた
ことを示すものであり，興味深いものがある 11)
初期北炭は，こうした付帯条件に「日夜苦慮Jするの
であるが rしかし，この方法は広大な山林に対しては
容易に実施しうるものではないことが明らかになってき
たので， 36年以降は当社の申請に基き，天然、下種と，そ
の補幼作業を含めた，いわゆる天然更新をも認めるよう
になり，こ与に人工槌裁と天然更新を包含した広義の植
樹を行いうる段階となったJ(r北炭山林史Jp.20)とい
うように r天然更新」ロ〉を起業方法に導入することによ
って，その実行不可能な付帯条件から免がれている.こ
の起業条件の変更が制度的に何年から実施されたかは不
詳であるが，改正法にともなう「北海道国有未開地処分
法施行細則J(明治41年6日庁令第64号)の第11条に「楠
栽スヘキ区域内ニ於テ天然生稚樹アリタル場合ハー坪一
本ノ割合ニ於テ組栽本数ニ通算スノレコトヲ得」と明文化
されている.
また，この「細則」による「起業方法書」の「植樹ノ
例」では「ー坪一本ノ割ヲ以テ槌栽スヘシ但シ特殊ノ樹
木ハ之ニ依ラサノレコトヲ得」とされている. (r拓殖例規
大正10年現在」・道庁行政資料室歳)
「北海道山林史」は r~，当時は単純林の新植主義を
基調とする法の精神に則り，後継樹たる天然林までも伐
採焼却せられ，坪三本植主義にてカラマツの一斉造林が
盛んに行われたのである.……結果明治後期から大正期
にかけては，全道に豆り“カラマツの一斉造林時代"を
現出したので、あるJ(同上 p.553)としている.そしてこ
の期の巨大所有による造林を「大資本家の計画造林」と
して， r北海道造林会社」のカラマツ人工造林を例にあ
げているが r植栽樹種はカラマツの外ヤマナラシをも
採用したが，造林困難な箇所は天然更新法を併用した」
(同上)とあり，この「天然更新法」の導入は他の会社の
造林事業にも適用されていたようである 13). このような
道庁側の「起業条件」に関する譲歩は，一方では前項で
のベた「選定規準」の強化となってあらわれ，これ以後
の処分におhては，法令上は， l直樹地処分による私有地
では天然更新法は実質的には不可能となっている.
以上のような r起業条件」の変更は，すでにのベた
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昭和2年 (1927)の大改正において最終的に確定される
のであるが，これは植樹艮的および牧畜目的での先波し
もしくは貸付した土地に対しては，その起業条件を施行
細則に定めている.この「北海道固有未開地処分法施行
細則J(昭和2年，庁令第135号)による「植樹地」の売
払条件は下記のようになっている.
「第30条，植樹地目的ヲ以テ売払ヲ受ケタル土地ニイ.j'
テハ左記各号ヲ遵守スヘシ
一、新植地ニ在テハ落葉松「ドロ」及「アカシヤ」
ハ二坪ニ付一本以上，桐ハ四坪ニ付一本以上，
其ノ i也ハー坪ニ付一本以上植栽シ育生スルヲ要
ス但シ天然生種樹アノレトキハ之ヲ植栽シタノレモ
ノト看{故ス
二、天然生稚樹仕立地ニ在テハ前号ノ標準ニ依リ{上
立ツルヲ聖書ス
三、前二号ノ場合ニ於テ所定ノ本数ニ欠員長ヲ生シタ
ノレトキハ，下木トナリ育生シ難キ場合ノ外共ノ
本数ニ充ツノレ迄補植シ必要ナル手入下刈ヲ為ス
ヘシ
四、原生木保育地ニ在リテハ1011]'歩未満ハ10年30町
さか未満ハ16年301町歩以上ハ20年間之ヲ保育シ，
老朽木ノ;外之ヲ伐採スノレヲ得ス但シ営林上更新
セムトスルトキハ第35条に依リ許可ヲ出願スヘ
シ
前項ノ期間内ハ成功検査済証ヲ交付セス
五、新植地ハ新槌ノ翌年天然、生稚樹仕立地ハ許可ノ
翌年原生木保育地ハ更新シ翌年ヨ リ起算シ引統
キ三年以上必要ナル手入下刈ヲ為スヘシ
六、一略一
これにみるように，当初の1]・当り9，000本植えは改正法
によって3，000本に，さらにこの昭和2年には「カラマ
ツJ(落葉松)rヤマナラ、ンJ(ドロ)および「アカシヤ」
は1，500本以上に改められ，その天然更新についても補植
を義務付けるなど，現在の北海道における造林技術から
みても妥当なものとなっている.ただ，高倉の指摘した
ように，これが制定されたときは，その処分は完了して
おり，現実には北海道の私有林における森林経営に対す
る指針とはなりえなかったのである.
ともあれ，初期北炭の山林経営は，その土地所有の形
成においてこうした拓殖政策とりわけその林業(造林)
政策に規定されて開始されていたのであった.そして，
この政策による規制jとそれへの対応は北炭のそれ以後の
山林経営の展開において，その基底として貫ぬいていく
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のであった.
2)林内殖民制度と小作規定
(1) 林内殖民設定の契機
Jヒ炭山林における林内殖民制度は，こ うした「起業条
例:Jに r臼夜苦慮した末」の当面の労働力確保策とし
て羽入されたものであった rそこで，栗山，沼聞の両
1林の うち，河川流域の平担地主f農地に区画し;農民の受
入れ体制を整える一方J (r北炭山林史Jp.150)，明治32
~r (1899) 10月に，北炭は r北海道炭鉱鉄道株式会社農
業池小作規定」および「小作人募集心得」を定め，岡崎
に「穆住地の状況および開墾方法等説明要領J(同上，
p.IGO~162) を作成し，入地者の募集を開始している.
この入地の経過は後に畿地経営の項で詳述するが， 32年
には早くも 7戸が入殖し， 38年には25戸となっている.
これにつづいて，同39年には二岐， 40年北龍，大正元年
幾本別，同5年美流渡，問12年大和の各山林に入殖が開
始され，明治末期には280戸，約890町歩とな り，大正10
'1. (1921)にそのピークであった432戸2，250町歩に達し
ている. (同上 p.159，第77表参照)
このような，巨大林野所有内の可耕地への小作人の入
継は， r明治39年，東京大学講師ホファ ンの波道に際し，
社fj林のこのような方法をつぶさに視察し，特に『植民
林業』と命名，大いにその業績を称揚したも のである
が，それ以来，他の官公林も当社にならい，何様の方法
により積極的に林内植民を行なうようになった.東大北
海道演習林(明39年)，北大雨龍演習林 (43年)， 道有林(44
if.)， 北海道国有林(大10年)などに突施されたものは，
すべてこれをモデルと したものであった・J(向上p.153)
とされるよ うに，後に 「林内殖民」と称されるものの矯
矢であったとされる 14)
しかし，この北炭の林内殖民の設定は r起業条件」
への対応、を契機とする森林絞営のための労働力確保策で
あったが， 同時に豆大所有における土地経営の一環とし
ての農地経営の開始でもあった.すでにのベたような明
治水期より大正期にかけて成立した道内の巨大林野所有
は，当然のことながら，林野とともに港大な可耕地を包
合する土地所有であり，それが労働力確保に重点をおく
か，地代取得におくかの相異はあれ，その農地経営の展
開は必然であった.
il内において林野制度が確立し， IlJ~本経営が本絡的に
開始される明治30年代には，すでに農業において大農法
による初期の資本側農場経営が挫折し，その小作制農場
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への移行・がほぼ完了した時期であり ，その農地経営は当
初から小作経営として展開する必然をも っていたのであ
る15)
この小作経営の必然性と有利性について，東大北海道
演習林の初代の責任者であった三浦常維は，明治38年に
次のよ うに指摘している.すなわち， 当時の御料局札幌
支庁長であった回1汀某との対話のなかで， 田町は「姿y、
ルニ小作料ハ少クモ一ヶ年一IJ五円ヲ収ムル得ベシ，之
レ北海道森林ノ 今日;或ハ近カキ将来ニ望ムベカラズト云
ウニ帰着ス」と，小作経営の有利性を指適し，r進γデ耕
地トナシ得ベキ総ベテヲ開放スル……」と，その農地経
営への積極的な志向を述べている.これに対して，三浦
も「小官も亦此意ヲ持スルニ此論ヲ開キ益々其念ヲ強
ム」としている. (三浦常雄「旭川l・札幌・小樽方面出張
取調報告」 明治38年11月， 本稿<資料1>参照)また三
浦は， この翌年の明治39年に北炭山林の雨龍山林を視察
し， r之ニ由テ見ル時ハ，目下ノ状況，労働者ヲ得ル為メ
ニハs小作民ヲ入レ此等ヲ使用スル事最モ使ニシテ旦経
済的ナリ .Jとし， その結論として，次のように報告して
いる r要スルニ，北海道現時，労働者ヲ使用スルノ点
ヨリ見ノレニ，我ガ演習林ノ虫日キ事業ヲナスニハ必ズ小作
制ニ依リ ，労働者ヲ得ルノ策ヲ採ラザル可カラズ，此点
ニ就テハ北海道炭鉱株式会社小作制ニ範ヲ採ル事少カラ
ザノレベシJ (同上 rf.ffl穂郡出張取調報告書」 明治39年，
同じく本稿<資料2>参照)
この三浦報告は，北海道における林内殖民の設定時に
関わるものとして貴重なものであるが，その結果として
三浦は総長宛に意見書 (r農地貸下規程ニ対スル意見J)
を出し，東大演習林の一戸分を 3 1U]歩か ら 4~5 11汀歩に
拡大することを提案している. (1司上<資料3>参照)
また，この林内殖民if，IJ度について，北海道山林史は昭
和28年 (1953)に次のように記している rli'林内植民の
形態』 は，通常農主林従型 ・農林併行型 ・林主農従型に
分けられているが，北海道の林内殖民は，大部分 li'i是主
林従型』及至『農林併行型』に属するものであって，実
質的には農業殖民と大差のない実状を示してい/，;，J(向
上 p.178)また， r林内植民は林業労働者の翻定策として
のみならず，土地の経済的利用開発に対して果した役割
は大きかったと考えられるが，定着労働者が増加し，耕
境が前進してく ると共に，一般農家と区別すべき特徴は
次第に消滅し， 現在においては，すでにその歴史的使命
を終了 したものと見られるJ(向上)と， その歴史的特
殊性(森林経営の労働力確保・ 関定策)と普遍性(小作
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幾地)について弁別し，前者の後者への転化・移行が一
般的傾向であったとする.北炭の事例jは，後にのべるよ
う早期にこの指摘のように転化・移行を完了したもので
あるが，東大・北大岡演習林はむしろ戦時経済下におい
て前者を再編・強化し，その制度的な解体は最終的には
1960年代前半まで引き延された10)
(2) 小作規程と諸規制
北炭における林内殖民は， r農業地小作」とl手ば;れ，
その制度的内容は「小作規程」によって具体的に規定さ
れていた.この小作規程は，すでにのべたように明治32
年 (1899)に定められたのであるが，これは日露戦争後
の不況下の大正2年 (1913)に大改定され，さらに大正
10年 (1921)に最終的な修正がなされている川
明治32年に制定された「北海道炭鉱鉄道株式会社農業
地小作規定」は，森林経営への義務出役割を明文化した
大山林経営の土地貸付規定，つまり北i毎道における林内
殖民制度の最初のものであり，いわばその制度的原型を
なすものであった.
この規程は全部で18ケ条からなるものであったが，そ
の特徴的な条項を挙げると以ずのようになる. (本稿
<資料4>参照)
(1) 小作人の資格(第2条)
①農林業の両方の経験のある者
②一家族中に 2人以上の壮年労働力を有すること
③ 戸籍証明を所持する者
@ 確実なる保証人を有する者
(2) 開墾条件および補助
① 貸付属積… 1戸当り 31汀歩(第4条)
②成主E期限と開墾の年度別割当… 8年以内(第5
条)
③小屋掛料は1戸に付き 5門，開墾料は1反歩3
円を供付する(第9条)
④移住補助…(1)移住旅費(実費)(イ)農兵・種子(初
年度のみ)(，ウ)食料(移住の臼より 8ヶ月以内の
米・ l床1管)の無利子 (2年以内)貸付(第7，8 
条)
(3) 義務出役および社外就労の制限
①造林地の看守(無償)造林事業(有償)(第14条)
②社外小作および社外就労の許可制(第16条)
い) 小作料
①鍬下期間… 3年(第11条)
② 小作料… 4年目 1反歩30銭 5年目50銭， 6年
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目70銭， 7年目以降は近傍地を参酌.(第11条)
なお，契約期聞は別に契約書によって20年以内と
定められている.
③ 小作料の物納制を認めていた(第12条)
④ 小作権売買・譲渡の禁止(第15条)
(5) 貸付金の返済方法…賃金の10%を天引き(第8条)
(的罰則jおよび制裁
①返地退去処分(第17条)
② 小作契約解除者に対する制裁(第四条)
なお，入地に際しては， r小作契約書J (第6条)， r借
用証J(第8条)を保証人との連帯責任において提出す
ることとなっていた.
以上のように，この規定は，義務出役制，社外労働の
許可制，一方的な制裁規定などにみられるように，土地
所有者としての会社側の諸規制の強いものであり，小作
人にとっては片務的な契約であった.前記三浦はこの小
作規定について「法理上矛盾スル点アルカ如、ント雌モ今
日ニ至ノレ迄，問題ヲ生セス而モ現時ハーノ慣習トナリタ
Jレヲ以テ便多シトスJ(傍点一有永;同上<資料2>)と
その片務性を論理的に批判しつつ，その現状を是認して
し、る.
このような片務契約は，当時の大農場における「農場
規則}6)の)般的な形態であり，北炭のこれはそれらに
対して，義務出役制を明文化したところに特徴があり，
また他の国，公林野における林内殖民制度に対しては，
開墾料・小屋掛料の支払いおよび移住補助をしたところ
に特徴がある川.
(3) 労働力調達機構と集落支配
このl時期の北炭山林の管理体総は， 本社経理課一林業
事務所一造林派出所一造林支所という機構であった.そ
して作業現場の責任者はs この造林支所の所長であれ
そのもとに各築漆ごとに「組頭J(r小作総代」とも呼ば
れていた)をおき，支所長組頭一小作人という労働力
関連機械を形成していた.そしてその労働力調達は r今
労働者ノ必要ヲ生ズル時ハ，造林支所備置ノ板木(合図
スノレノ総)ヲ打ツ，然、ル時ハ組頭ナノレ者ハ，直チニ支所
ニ出頭ス，滋ニ於テ支所ハ，労働者幾人ヲ招スベキノ旨
ヲ告グ，依テ組頭ハ小作人ニ出役スベキ旨ヲ告グ，小{乍
民ハ事情万止ムヲ得ザノレ限ハ出役スノレモノトスJ (1可上
<資料2>)とされるような支所長の絶対的な権力のも
とに調達されていた.この「組MJは r小作民中より組
頭ナノレ者一人ヲ選挙セシム，此組頭ナル者ハ小作民ニ対
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スノレ公共的ノ事柄並ニ炭鉱会社ニ対スノレ労働者供給ノ;事
ヲ掌ノレモノトスJ(向上)とあるように，会社似IJの労働
力調達機構の末端機様であると同時に，小{乍人集落の代
表者でもあった加.そしてこの組頭への手当はI r組頭
ニ対スノレ報酬iハ，労働者ニ支フベキ金額ノ一割トシテ其
五分即チ二分ノー ハ移住小作民村全般ノ事業即チ学校，
持祭典執行等ノ費用=積立セシム，依テ組頭ノ総所得ハ
労働者=支払ブベキ金額ノ五分トスJ(向上)とある.
つまり，この組頭の手当はこうした賃金の天引きの中
から支払われており Jさらにこれにも示されるように組
頭は賃金の天引きによる積立金の管理者でもあった.こ
のような積立金制度はI r而シテ之レヲ借リ受クルニハ
組頭ノ速署ヲ要γ，労働供給ニ ヨリテ返却スルノ責任ハ
小作民一同ノ負担トナノレ，依リ テ味噌等ヲ借り受ケテ労
働出役等ヲ怠タル者アルトキハ，組頭ハ勿論小ff'民全体
ヨリ出役ヲ促サル、 ヲ以テ怠ルヲ得ザルニ至/レJ(向上)
と集落全体の連帯責任制にまで発展させ，北炭はこれを
通じてその集落内秩序を創出したのであった.
このような支配の実態を，三浦はその支所長について
次のよ うに報告している r而シテ造林支所長ナル者ハ，
伶モ背時ノ庄屋然タノレ者ニ シテ，小作民ノ旅行等ニ就キ
許可ヲ与へ村内ニ争論等ノ生ズノレ時ハ仲裁者トナリ ，冠
矯葬祭ュ当ツテハ所謂床柱ヲ背ニシテ座セシメラノレ ト云
フ有様ニシテ，所調模範自治村ノ村民と村長ニ於ケルカ
如キ風アリ J(同上)と.以上のような義務出役制を領
れとする労働力調達機構と組頭を頂点とする部落連帯責
任制による集落内秩序の形成によって，小作人に対する
会社側の支配は，単にその労働力確保 ・管理にとどまら
ず，労働・ 生活に関わる人格的隷属を基盤とした，いわ
ば全的支配として貫徹していたのであった.
以上のような小作規定は，すでにのべたように大正年
間に入って二度にわたって修正されるのである.この修
正は農地経営の項で詳述するが，基本的には，起業条件
の変更による造林事業の実行形態の変化および大正初期
における不況下での同事業の中止を背景として，その前
期的・封建的支配体制を弛緩させ，その重点を小作経営
へと移行させていく. しかし，こうした初期北炭の小作
規程による支配体制は，道内の開墾小作の特殊規定が，
その後の「農場規則」においても貫らぬかれたと同じよ
うに，この後の北炭の山林経営の展開においても，その
悲底=半封建的・前期的労働力支配として貫徹したので
ある.そしてその最終的な解体は戦後の農地改革をまた
ざるを得なかったのである.
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3)小括
(1) すでに前稿でのベたように，北炭における巨大所
有の形成は，その資本の創出が上からの原始蓄積=(殖
産興業と拓殖政策)をその基礎とし起点としたように，
その土地所有も国有未開地処分および国有林売払いによ
る国有地処分を， その基礎と し起点として創出されたも
のであった.
(2) したがって，その土地所有はかかる日本資本主義
の歴史的規定をもっ資本による土地投資の一環として形
成されたものであった. (前稿 p.57)と同時に， その土
地取得=私的土地所有権の確立は，本稿でみたような
「植樹地処分」およびその 「起業条件」としての官僚的
政策の規制を受けざるをえなかった.
(3) そしてこの官僚的規制は，その山林経営の展開に
おいて初期の森林経営を，資本家的大育林経営として措
定するものであった.具体的には，その 「植樹地」の選
定においては，無立木地ないしは原野を措定し，その育
林技術においては針葉樹一斉 (単純 ・密楠)造林を措定
していたのである2))
(4) こうした払下政策による地理的地形的限定および
技術的規制は， 本稿でみたように初期北炭の森林経営を
資本家的造林経営と して規定し，その基底を形成した.
(5) かかる基底のもとに，資本による大面積造林事
業のための労働力確保策として導入されたのが林内殖民
制度であった.したがってすでにみたように，当初(明
治32年)の小作規定(資料4)は，そう した資本による
前期的労働力支配としての性格をもつものであり，その
森林経営の展開において基底をなすものであった.
(6) 以上のように，初期北炭の森林経営は，払下げ
政策とそれを基礎とする植林事業の展開によって二重の
基底を形成することとなった.しかし，すでにみたよう
な拓殖政策における植樹地処分の対象地の限定の相対的
強化の一方で，他方では起業条件の緩和によって，資本
制育林経営を志向した資本家的大面積造林は政策的にも
破綻し，その基底は一定の変化を受けることとなる.ま
た，河野寺に明治30年以降における北海道農業の資本制直
営農場の挫折と小作制大農場への移行による寄生地主制
の確立は，北炭の山林経営=土地経営においても小作制
大農場への志向を強めることとなった.
以上のような森林経営の変化および農地経営への志向
に対応して改訂されたのが大正2年および大正10年(資
料5)の小作規程であった.この規程は一方ではその労
働力の前期的支配を緩めることとなったが，他方では，
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森林経営の変化に対応してその義務出役の対象事業を拡
大するなどその労働力支配の基底は貫ぬかれている.ま
た，農地経営においては 1戸当りの小作地を増大させる
とともに，その半封建的支配関係を強めるものとなって
いる.
以上のように，初期北炭の資本家的大面積造林を取hと
する資本の前期的労働力支配は，大正期以降においてそ
の森林経営の変化に対応してそれ自体としては弛緩し，
それに代って燥地経蛍における半封建的諮関係が確立さ
れることとなるのであった. しかし，その森林経営は，
幾地における小作経営とは異なって，基本的には直営経
営として展開し.その基底をなす生産諸関係はそうした
前期的・半封建的諮関係を基礎としつつも，総じて資本
による支配関係として維持され展開することとなる.そ
の展開過程の具体的分析は，次稿以下の課題となる.
注 1) こうした巨大所有のもとに展開する諸土地経蛍
の総体を以下において大山林経営と呼ぶ. (拙稿「北海
道における大山林経営の展開とその諸類型JNo.86日林
務， 1975参照)
注 2)注1-8.(前稿)参照.この条件付貸付，付与処
分は，日本帝国主義の植民地政策において，その林野処
分(収奪)にi障とされた. (萩野敏雄「朝鮮・満州・台
湾林業発達史」林野弘済会， 1965， p.14参照)とりわけ
朝鮮においては，明治44年 (1911)に公布された森林令
第7条の「朝鮮総督ハ造林ノ為固有森林ノ貸付ヲ受ケタ
ノレ者ニ対、ン事業成功、ンタノレ場合ニ於テ特ニ其ノ森林談与
スルコトヲ得J (向上p.18)によって東洋拓殖KK (11.6 
万町)，住友合資会社 (8.5万町)，三井合名会社 (7.5万nJJ)
の財閥系資本による巨大林野所有が形成された. (同上
p.98参照)因みに萩野によれば，戦鮮における5，000町
歩以上の民有林所有者の総所有面積約93万町歩のうち29
名の内地人による所有は65.4%にも達したとされている.
(同上 p.98，第1・43表参照)
同氏は，こ うした制度による林野処分を「原始蓄積に
よって固有化した不要な林野を，このような造林行為を
通じて民有化する制度は，まさに楠民地的土地処分であ
り，造林者にきわめて有利に仕組まれていた.J(同上
p.15)と日本帝国主義の侵略政策に使上した本国資本の
土地収奪を指摘している.なお，この森林令第7条によ
る成功の条件は「天然造林区域は平均樹令8年以上，人
工造林区域は植栽終了後 2 年を経過し，同区域主~)m じて
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立木皮ヱー以上であって成林の見込が確実なものJ(向上10 
p.158(注24))と「天然更新」を大巾に認めるなど，北海
道国有未開地処分法の「起業条件」に比べて極めて社撲
かつ粗略なものであり，造林者(資本)にとって有利な
ものであった.
注 3)小聞は，これについて「しかし， Ii'官林』の解
放は極めて不徹底にしか行なわれず，北海道森林商積の
過半が結局は国有林として確保された」としている.
(小関前掲 p.20)この「不徹底性」は，こうした選定基
準の認定によっても増巾されたのであった. (注4参
照)
注 4)小関は，昭和初期の私有林の統計資料から，
「このような大山林所有の形成は，これまで、述べた経過
からみると固有未開地の植樹地処分に負うところ大であ
るとはいえないJ (前掲 p.52)としている.しかし，す
でにのベたように，明治30年代初頭に集積を開始した北
炭は北海道造林合資会社(後に王子造林に売却)ととも
にこれに負うところ大であった.
注 5)小林は「官有林野から御料林を設定するという
意味は，絶対主義体制lの強化であるとともに，人民に対
する二重のエソタロジュアーであるJ(小林三術，前掲
p.67)とする.北海道における「綴樹地J，の定義のこう
した変化は，第二段階のェ γクロジェ アーとして同じよ
うに絶対主義体制における官僚制の形成と，そのなかに
おける林野官僚の歴史的地位との関わりにおいて，考察
される必要がある.
注 6)ただ，この意味11，殖民区画との関連でなされ
たものであり，農業付帯地としての薪炭林，紡風林，防
霧林としての位置付けであったことは留意される必要が
ある.これにより第1期拓殖計画中に区画選定された継
樹地は，約12万町歩(全体の 7.6%)に達している. (小
関，前掲 p.47参照)
注 7) とくに，その所有地内にA大な農耕適地を包含
していた東大北海道演習林の林内殖民制度は，これをそ
の拡大の重要な契機としている.1967年4月の日本林学
会大会において，私の「林内殖民労働の歴史的性格につ
いて」の講演発表について，島田錦蔵東大名誉教授か
ら，このことについて御教示があったが，当時筆者はそ
の意味を十分に理解できず，同教授の質問に的確に答え
ることができなかった.ただ，東大演習林においても，
少くともその初期の設定の動機は，森林経営のための労
働力確保策であり，この拓殖計画による道庁の可耕地解
放要求(殖民区画の設定)に対する対応は，その拡大=
巨大所有の形成とその山林経営の展開(n )一一有永 41 
i設j也経営の本格的開始の契機となったといえる.つま
り，東大側からみれば，こうした道庁当局の要求に対す
る林野所有の防衛策でもあったので、ある.この東大演習
林の林内殖民については， すでに戦前期に高橋らが，詳
細な報告をしている. (高橋延清 ・高橋武一「北海道演
習林に於ける林内殖民の研究」東上演習林報告 No.3.
194，1参照，なお11稿については，r林内殖民労働の康史
的1'1:絡についてJNo.78日林講， 1967を参照)
rt 8)この様式は， r北海道農地改革史(上)Jの付録
には記載されていない.
n 9) この超密植造林は，当時政策的に普及されつつ
あった吉野式造林法の北海道における機械的な適用であ
ったと考えられる.これについては，飯田繁「造林ーそ
の舵史と現状ーJ(日本林業調査会， 1975)参照.
注10) これに対する北炭の評価は，rしかし，これは
広大な山林を対象とする場合にはとうてい実行しえない
のみか，技術的にも成林する見込のない箇所にも造林を
強い，また優良天然生幼樹をも一律に皆伐するように指
示するなど，いわば机上プラ γ式な粗雑なものであっ
た. しかし，明治36年に歪り， 当社の申請を容れ，天完投
下手f(による更新とこの補助作業を含めた，いわゆる天然
更新をも認めるようになり ，また新植の坪当り本数も 1
本に減らされ，事情はよほど好転におもむいたJ(同上
p.!J4傍点有永)また注目にも示すように，この密植は
そもそも当初から実行はされていなかったようである.
なお，この期の北炭の造林地は，その後のはl火および野
鼠被害によって，大正初期にはその80%強が消滅してい
る.(r北炭山林史Jp.115，第39表，参照)
注11)tul稿，前掲「北海道における大山林経営の展開
と林内殖民制度J1973参照.
t12)この「天然更新法」なるものは，天然生稚樹を
納付本数の算定に加えることを認めるというにすぎず，
これをもって天然更新法を認めたとすることは問題であ
る.すでに選定規準の項でのベたように，植樹地処分の
原則はあくまでも人工造林主義であった.
注13)資料にかかげる東大北海道演習林助手，三滞常
利tの明治38年， 39年の出張取調報告書によれば，北海道
造林合資会社の同32年植栽木は1町歩3，000本植，北炭
は初期4，500本，当時 (39年)は3，000本植となっていた.
したがって， この 9，000本植は実際上は実行されなかっ
たといえる.なお， 北炭の当時の造林費は町歩当り
天然更新30円，人工造林 51.5円(人夫賃金 1人1日50銭)
であったといわれている.つまりこの天然更新の採用に
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よって造林費は40%以上節減されたので、ある.
注14)私はかつて，この北炭の林内殖民を「本道にお
ける私的林野所有のなかに設定された唯一のものJ (前
掲注目))としたが，それは形式上(呼称)のことであり，
現在から考えると，当時の私の林内殖民制度に対する事
実認識の未熟さの放であり，これは訂正されねばならな
い.こうした土地所有を横粁とした森林経営の労働力確
保策は，戦前期の地主用材林経営の基底をなした寄生地
主造林の普通的形態であり，北海道の特徴は「上から」
その基底が創出されたことにある.(拙稿「林内殖民」
「北海道大百科辞典」北海道新聞社， 1981， p.910および
前掲「北海道における森林経営の展開と林内殖民制度」
1980，参照)
注15)当時の状況について伊藤は， r大農経営は明治
20年代の前半に多く試みられてその大半は失敗に帰した
ので， 30年代にはもはやその影を見ることが出来なかっ
たのである」としている.なお，北海道の農家における
小作率は明治24年 (1891)24%，同34年48%，44年56%
と30年代以降急速に増大する.それは道内における寄生
地主制の確立と広範な展開を示すものである. (伊藤俊
夫 「小作慣行」前掲「北海道幾地改革史(上)J所収 p.
231)また，この林内殖民の特徴は，当初の入地者が全て
開墾小作であったことにある.同じく伊藤は r開墾小
作は大土地処分という北海道土地政策と間接保護という
移民政策によって実施せられたわけであるが，地主たり
資本家たる企業者は先ず直接土地を開墾することなし
小作人を入地せしめてこれに開墾を担当せしめたのであ
るJ (同上 p.246) と説明している.
注16)11H稿「林内殖民制度に関する研究J(前掲「北
大演習林研究報告J)
注17)この北炭の小作規程は， r北炭山林史」に大正
10年のそれが掲げられている.また，明治32年の当初規
程は，前記三浦の報告書に収録されているが，大正 2年
のそれは原資料としては現在のところ，その存在が確認
できない.
注18)北海道の小作統制は，通常，小作契約書を文書
によって締結するものが多かったが，こうした互換証書
は中小農場でおこなわれ，大農場ではこの発展形態であ
る「幾場規則」が制定され，それにもとずく支配体制が
一般的であった.この規則の内容の主なるものは， r小
作人の資格， f従業経営の方法，i役場内の秩序に関する事
項，以上の規定に違背した場合の社会的制栽，国有の小
作契約に関する規定等であるJ (伊藤，同上 p.244).北
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炭の小作規定もこの開墾小作に対する q退場規則」のー
種であり，ただ広範な労役義務制を持っていたところに
その特殊性があゐともいえよう.
注19) しかし，前記三浦によれば，すでに明治39年に
は，これらの貸付および給付はなされていなかった.こ
のことについて，北炭山林史も， rところが，その後当
社農場が他所に比べ諸条件に恵まれていることから，小
屋掛料や開墾料の補助を受けなくとも入場したいという
申込者が多くなったので，一中略一，大正2年にはこの
条項も削除した」と記している.(向上 p.154)
注20)こうした選挙による総代の選出等の「下から」
の集務内秩序の形成による支配体制は，歴史的に地縁的
血縁的関係をもたない道内の開拓地小作集落に対する土
地所有の一般的な対応形態であった.それは当初任命制
によっていたが，30年代に入ると， r自治ノi箇養」とし
て政策的にも推奨されていたのであり，所詮上からの支
配形態の一環であり，その一方法にすぎなかった.
注21)こうした官僚的規制は，一方では明治30年以降
に確立した林野官僚制のもとでの上からの資源政策によ
る技術的画一主義=針葉樹密植一斉造林の結果でもあっ
た.しかし，同時に拓殖政策における農政官僚と林野官
僚のいわば縄張り争いの帰結でもあった.農耕地の拡大
を要求する良政官僚に対して林野官僚は，一方では，私
有林経営を無立木地，原野造林を取hとする扶磁な育林経
営の枠内に閉じ込めつつ，他方では広大な北海道の森林
の大部分を国家的所有(内務省所管国有林，道有林，御
料林)として確保したのであった.
4)資料
(1) 三浦常雄;「旭川，札幌，小樽方面出張取調報
告J(明治三十八年十一月，決科大学演習林長
川瀬善太郎宛)
(2) 向上;「雨龍郡出張取調報告書J(明治三十九年
九月一日，向上)
(3) 向上;「農地貸下規程ニ対スル意見J(同上十一
月一六日，同上)
(4) 北海道炭鉱鉄道株式会社農業地小作規定(明治
32年)
(5) 小作規定(大正10年4月)
以下に掲げる資料のうち(1)~(4)は，明治38年 (1905)
から大正11年 (1922)の17年間の長きにわたって，東京
大学北海道演習林長を勤めた三浦常維の明治38年， 39年
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両年の出張報告書によるものである.
本資料は，当時の林業技術者さらには約3万haにお
よぶ地方演習林の責任者であり， 山林経営者であった，
氏の高い見識と 実務的必要性に裏付けられた実態t~lf-;'で
ある.明治30年代末における北海道林業に関する史料と
しては，第一級の資料的価値をもっ原資料であろう. と
りわけ，同39年のそれは，初期北炭の山林経営につい
て，その森林経営，幾地経営に関わる資料としては不可
欠のものである.たとえば，北海道における林内局fü~:fill
度に関する原規定ともいうべき(4)の明治32年北炭の小作
規定は r北炭山林史」においても概要が述べられている
のみで，その全文は掲載されていない.なお， r資料 1J
の38年の報告は治大なものであり，本来なら全文掲載す
べきであるが rはしがき」でも述べた事情もあり一tal
省略せざるをえなかった.
これらの資料は，私の大学院時代の1965年の夏に，当
時間演習林に勤務されていた福島康記氏(現，東大農学
部)のお手伝い(アルパイト)として，同じく大学院生
で、あった石井寛氏 (現，北大農学部)とともに，同演習
林の資料庫を整理中に発見したものである.原文はカー
ボγ複写用紙に達筆でト記されたものであり，一部は宇Ij読
不明の館所もあった.この原文を福島氏が写記したもの
のコピーをお借りし，その一部は私の学位論文にも利用
させていただいた.
また，本稿への掲上にあたっては，改めて福島氏へそ
の承諾方をお願いしたところ，御快諾をいただいた.氏
には，大学院の学生時代より研究上の御指導 ・御教示は
もちろんのこと，経済的に極めて困難な状態にあった私
生活においても数々の御配慮をいただいた.あらためて
その御好意に感謝したい.
(1) <資料 1>
「旭川，札幌，小樽方面出張取調報告書」
(明治三十八年十一月)
旭川，札幌，小樽方碩出張取調報告
十月二十五日当派出所出，旭川1，砂)11，札幌，軽)11，
小樽ヲ視察、ン，十一月七日帰所.各地ニ於ケノレ視察ノ大
略，左ニ御報告申候也.
一、試験商圏穣リ受グノ件 ~日告~
一、 造林ユ関スルノ件
本道庁林務課旭川派出所ヲ訪門シテ ~硲~
軽川村北海道造林合資会社ヲ訪フ.本会社ハ，立木地
略四千五百町歩ノ貸付ヲ受ケ，伐木后植林ヲナシ.英成
巨大所有の形成とその山林経蛍の展開(n )一一有永 43 
功ヲ了リシ腕ニハ，;I'l;土地ノ所有権ヲ得ルノ約二テ合資
金十五万円ヲ以テ設立シ，三十二年ョリ植樹ヲ始メ，現
ニ実行、ンッ、アリ.而シテ自家用苗木ヲ養成シ，傍ラ公
衆ノ:希望ニ応ジ販売ス.本社ニアリテハ，落葉松三年生
前略七十万本ヲ販売セリト云ウ.其顧客ヲ問フニ，主ト
シテ1町村ノ団体ナリ.之レ道庁ノ奨励ニヨリ戦時記念林
等ヲ造ルニアリト云フ.兎ニ角多少造林ナル観念ノ一端
ヲ生ゼシモノ、如シ.
今，同社販売落葉松商木ノ価裕ハ次ノ如シ.
ー年生一千本ニ付上等金一円二十銭
特等金一円五十銭
二年生 1/ 1/ 二円八十銭
特等金三円七十銭
三年生 1/ 1/ 四円三十銭
特等金五円
三年生一本平均約四厘ノ養成費ヲ要スト云フ.其養成
法，特段ニ見ルベキ無キモ，苗木ハ普通，商木屋ノ販売
スルモノヨリ数等良好ナリ.
日告一里余ヲ距テタ Jレ造林地ヲ視察ス.樹種ハ主トシテ
落葉松ナリ.三十二年度植栽ニシテ，ー1可歩三千本植ノ
モノi高サ十五尺，直径五寸ェ逮スノレモノアリテ，漸P飴
閉ヲ保チ，林中雑草ヲ絶ツノ有様ニシテ各樹ノ技葉樹接
スノレヲ見Jレ.之レニヨル時ハ，ー町歩三千本植モ決シテ
主j数少キユアラザノレカ攻口久概シテ生長日王盛ナリ.植付
時期ハ春期ニアリテハ，農業ノ関係労働者ヲ得ノレ事容易
ナラズ.且ツ植付時期ヲ少シク遅延セシムル時ノ、，落葉
!公ハ枯死スノレノ恐レアリ.殊ニ北海道ハ雪消ユ直チニ諮
樹生長ヲ始ムルヲ以テ植付期間極メテ短ツ.由テ半パ春
植トシ，半パ秋植ニナス.秋植ナレパ，労働者漸P閑ヲ
生ズルノ時期jナノレヲ以テ此等ヲ使用スノレニ使ナリトス.
而シテ其季節ハ十月二十五日頃ヨリ始メ，十一月，降雪
地上五，六寸ニ至ノレ迄植栽スト云7. 当社ニテハ補植ヲ
ナサズ，之レ土地貸付ニ対スル成功期間アルヲ以テ，完
全ナノレ取扱ヲナ、ン能ハザルニ由ノレ.此地方ハ薪炭材ト雌
モ価格ヲ有スノレモ，伐採跡地ノ地椛ニハー町歩四十人ヲ
要シ，槌付ニハ~I町歩十五人ヲ聖書シ，下刈費初年六円，
二年目五円，三年目四円位ナノレヲ以テ前后三回ニテ十五
円ヲ要シ，之レニ苗木運賃三千本金十円五十銭トスル時
ハ補植ヲナサマルモ，尚ホー町歩金四十九円ヲ妥スノレノ
割合ナリ (人夫賃金男一人一日四十銭，女一人一日二十
五銭).近年ドロノ植栽セノレモノアリ.一ヶ年ノ生長三尺
以上ニモ逮スドロ苗ハ，天然生ノモノヲ掘リ取リテ其良
好ナルモノヲ直接山地ニ植ェ出、ン，不良ノモノハーヶ年
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苗闘ニテ養フ.叉苗木ノ頭部ヲ切除セノレ梢ヲ挿木トシテ
苗木ヲ('1"レ.叉直接山地ニ挿植セノレモノヲ見受ケタリ.
英;結果不良ナラズ.
北海道庁林務課所属小樽苗圃ヲ訪フ ~略~
一、立木払下等森林ノ取扱ニ関スノレ件
御料局上川出張所ヲ訪フ略~
北海道庁林務課所属上川派出所ヲ訪ブ略~
田町術l料局支庁長ニ北海道御料林ニ対スノレ大体ノ方針
ヲ訪フ.氏自ク御料林ニアリテハ今日ニ至ノレ迄，全P開
発的ノ事業!IJチ林業ニ着手スノレノ準備ヲナセリ.出テ御
料林ニアリテハ，耕地トナシ得ラル、総テハ之レヲ開放
シテ小作地トナシ，絶対的林業地ノミニ林業ヲ営マント
スノレモノニテ今日ニ歪ノレ迄ハ，主トシテ林業ニ対スノレ予
備ノ業ヲナセルヲ以テ之レヨリ林業ニ着手スベキノ JI頂序
ナリ.現ニ或部ニ於テハ，人工造林ヲ試シ，天然作業ヲ
施スニ至リタリト云フ.我カ演習林内ノ一部開放ノ議ヲ
題セシニ，氏ハ大ニ讃シ，進ンデ耕地トナシ得ベキ総ベ
テヲ開放スノレノ得 ナノレ論ヲ試ミラノレ.要スルニ，小作
料ハ少Fモーヶ年一l可金五円ヲ収ムノレヲ得ベシ.之レ北
海道森林ノ今日或ハ近カキ将来ニ望ムベカラズト云フニ
帰着ス(小官モ亦此意見ヲ持スルニ此論ヲ関キ，益々其
念ヲ望ム試ミユ其ノ計画ヲ呈出スベシ).
北海道庁ニ於ケル北海道森林ニ対スノレノ方針ヲ確メン
トセシモ，林政課長欠員ノ為メ ~略~
一、巡搬 ~略~
二、林産物製造
札幌ユアリ テハs 経木真用若タハ経木細エモノ漸P盛
ナリ.其ノ原料トシテノ 1宣j種ハ，方言「アプラコ」
(Acanthopanap ScidophylIoides)ヲ最良トスノレモ，附
近ニプラザノレヲ以テ到底収支償ハズト云フ.故ニ現今ハ
主トシテドロヲ使用ス.其原料ハ札幌着百貨目四円(節
若シタハ朽敗ノ部ヲ徐キ，適宜ニ切断シテ)ニシテ，若
シ丸太ナラ γニハ，札幌着百石ニ付金百三十円以上ニテ
ハ到底収支償ハズト云う.輸出向経木真用ハ，一反ト称
シテ百八十尺ヲ束子タノレモノニシテ，神戸着ー反金六十
銭位.現今ハ輸出向ノ注文少キ為ん専ラ国内ニテ使用
スノレ.婦女・子結髪上ノ装飾盆，若シクハ男子洋装ニ周ユ
ノレ頚帯(ネクタイ)或ハ名刺等ノ製造ニ従事ス.名刺ニ
ハホウノキ最モ佳致アリ.オンコ(一位)，カツラ等亦可
ナリ.百枚ニ付金五銭位ニシテ，之ヲ印刷セシムル持ユ
紙ヨリ少シク困難ナルモ，鮮明ニシテ出来上九代価ハ
粗悪紙製名刺位ナリト云フ.此事業ハ本年二月 高橋林
学士ノ盛岡地方ニ出張シテ，家事婦女子適当ノ事業トシ
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テ持チ帰リタルモノニ‘ンテ，札幌経木真回俸習所ニテハ
三百人許リノ傍習卒業生ヲ出セリト云フ.
一，二 事業ニ着手セノレ陶l高等アリ.何レモ手ツキ衡
鈎ヲ使用人
目昔酸製造事業モ亦創設セラレタリ.之レハ札幌市ニ於
テ，合資ノ形ニテ本年一月ヨリ事業ニ着手セラレ，其目
的ハ炭鉱ヨリ飛散スル処ヲ冷却シテ木酪液ヲj曲集シテ酪
酸石灰ヲ作ラシメ ，之レヲ購買シテ酪酸塩類ヲ造ルニア
リト云フ.責任者平井某氏不在ノ為ん機械ノ運転ヲ中
止中ナリシヲ以テ詳ニスノレヲ得ザリキ.
原料硝酸石灰ハ，夕張郡栗山地方並ニ樺戸集治監ニ於
テ主 トシテ製造スルモノニ‘ンテ，六十五パーセントヲ含
ムモノヲー質呂金三十銭ノ制ニテ買集スレドモ，現今，
装置ノ機械ヲ絶エズ運転スノレノ原料ヲ造ラシムノレ事困難
ニシテ，或ハ装置様具ヲ貸附シ， 若ツタハ熟練者ヲ派シ
テ製造セシムル等，熱心ニ奨励スノレモ尚ホ且ツ要求高ノ
半数位ユ止ト云フ.
現今ハ専ラ「アセトン」製造ニ従事ス.之レ戦争ノ影
響 トシテ陸軍省等ニ売 り込 ミヲ特約シテ成立セル所以ナ
ルベシ.運転中止中ナリシモ其装置ヲ見ノレニ rアセト
ン」製造器ノミニシテ，百倍酸石灰乾溜器五十賃金2二個
二十五貫釜一個ヲ具備ス.之レヲ使用スル時ハ，一昼夜
ニ二百六十賞余ノ端。酸石灰ヲ乾溜シ得ベシト云フ.五個
/ rアセトン」蒸溜総アリテ， l稲次精製シテ第五回目ニ
テ全P精製、ン終ノレモノニシテ尉・酸石灰乾溜器中ノママ 装
置ハ，蒸気力ニ由 リテ回転シ，rアセトン」蒸溜モ亦蒸
気ヲ用フルノ装置ナリ.
。木材ノ需要並ニ価格
旭川ニ於テ木材ヲ使用スノレ工場ノ第一ハ燐軸木工場ト
ス.其原料トシテ最良好ト称スJレ白働ノ漸次減少セノレヲ
以テ，現今ハ製造高ノ四分ノ三ハシナノキ (Tiliacor.
data) ヲ使用、ン，四分ノーハ白楊ヲ使用ス.而シテ一日
略二百石平均ヲ消費シ，一ヶ年三百日就業スルノ予定ナ
ルヲ以テ，一ヶ年木材ノ消費高略六万石ナリ.而シテ其
材料タノレ「シナノキ」ハ，旭川1I付近ニ於テ今后漸タハ欠
乏スルノ憂ナカルベシ ト云フ.白樺モオ、I¥iili木トシテ利用
シ能ハザルニアラザノレモ，之ヲ製スノレニハ一種ノ技術ヲ
有スルモノナリ.今日ニ於テ，営業上進ンデ困難ナル白
樺ヲ使用スルノ必要ナシト云フ三井物産会社ニテモ，昨
年多大ノシナ丸太ヲ阪神地方ニ輸出、ンテ，今ヤ"佐ダ地積
シ置グノ有様ニシテ，神戸地方ニシテ林ヲ作レリトノ戯
言ヲナスモノスラアルト云フ.小樽港ユモ亦少カ ラザノレ
同丸太ヲ見受ケタリ.該滋ニ於テ今日ハ殆ンド同丸太ノ
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価値ヲ有セズ.
針葉樹材ハ最モ広タ使用セラノレ建築材ナリ.旭川|ニ於
テ二個所許リノ:木挽所アリ.共ユ小規模ニシテ材木繭ノ
賃他ヲナスノミ.一日漸P五十石前后ヲ製造ス Jレニ止マ
ルト云フ.旭川|ニアりテハ，内地若クハ外国ニ輸出如キ
者ナタ."佐ダ単ニ1I付近ノ需要ヲ充タシッ、ァリ.砂JI三
井木挽所ニテハ主トシテ針葉樹ヲ製材ス.而シテーヶ月
略二万石， ーヶ年二十万石ヲ造材スト云フ.多ク板材ナ
リ.叉枕木ノ多少ヲ造材セザルニアラズ，此等製材セル
大部ハ内地清国各港ニ出スト云フ.札幌ニ於テハ重谷木
工場ハ其設備，三井工場ニ談ラザノレガ如、ン.当工場ニテ
ハ外国輸出モノハ殆ンド全P取蚊ハズ，主トシテ本道内
ニ使用スルモノニシテ，近来ハ漸タ内地ニj飯路ヲ披メタ
リト云フ.而シテ製材セザノレモノハ決シテ出サズシテ，
針葉樹一ヶ年八万石ヲ製材スノレ ト云フ.札幌ニハ其{也ニ
三ノ木挽所アリ.共ニ市内附近ノj建築材ヲ挽? 小t港
ニハ天1盆造材会社，其主タ Jレモノ ニシテ主 トシテ当泌す2
シクハ内地出シヲナス其他二ケ所許リノ木挽所アリ.共
ニ当港附近ノ需用材ヲ製材スノレニ過ギザノレナリ.
i関葉樹ハ旭川方面ニテ使用スルモノハド付近鉄道枕木用
トシテ，センノキ，ヤチダモ，ナラ害事，小細工物トシ
テ，カツラ，キハダ，イタヤノ種類ノ小数ニ止マノレ.砂
川三井工場ニテハ，枕木用トシテi間葉樹ヲ使用スルモ，
機械ノ設備不充分ノ為メ，木挽験ヲシテ挽カシム.然レ
ドモ，今ヤ工場ノ増築中ニ、ンテ，現今ノ二倍ニナサント
ノ計画中ナノレヲ以テ完成ノ暁ニハ， i間葉樹材ニシテ用材
ニ適・ン得ノレモノハ枕木ノミナラズ凡テ製材スト云フ.札
幌ニ於テハ重谷木工場ニテハ今日ニ於テモーヶ年五万石
以上ヲ製材ス.主トシテ内地向ノ板類下駄棒(セソノキ)
等エシテ針葉樹ヨリ モ寧々i間葉樹ヲ希望スト云7.小樽
ニテハ手極造材会社ニ於テセ γノキノ下駄棒盛ニ製造
ス.
右ノ有様ニテ針葉樹，i間薬樹共ニ需要ノ途アリ.然レ
ドモ，其需要高ニ至 リテハ，之レヲ調査スルニ困難ナ
リ.由テ，今，小樽港ヨリ積ミ出シ清国方面並ニ内地各
諸港へ輸出スノレ木材ノ数量ヲ税関，区役所，小樽商業会
議所等ニテ調査セシニ左ノ如シ.
。三十七年度外国各港へ輸出材類(表) ~目白~
。木材価格 ~略~
角材価格 ~略~
板類価格 ~略~
丸太価格 ~略~
以上ノ表ニ由テ見ル時ハ，木材価格ハ潟i次昇)1進スル事
巨大所有の形成とその山林経蛍の展開[n)一一有永 45 
明ヲカニ、ンテ，殊ニ針葉樹ヨリモ澗葉樹ノ昇騰歩合著シ
トス.之レ未開墾地ニハ針葉樹ヨリモ潤薬樹多カ リシモ
ノツ漸P開墾地整理セノレヲ以テi関葉樹ノ欠乏ヲ生ジタノレ
ハ，W~葉樹材価格昇l騰ノ)原因タリ.此点ヨリ，我カ演
習林ノ如グ比較的潤葉樹ヲ有スノレモノニアリテハ，有望
ノi或ニ進ミッ、アリト云フベシ.
~略~
。iVl習林内1L木払τニ対スル諸尚・人ノ希望
三井物産会社 ~略~
札幌重谷木工場 ~略~
小樽港渡辺木材商1古 ~略~
天塩造材会社 ~附~
の事渡辺材木商 ~略~
;(iノ有様ニテ何レモ払下ヲ希望ス.小官ノ意見トシテ
、，来年度ハ多数ノ払下ニモアラザレパ，何人カ一人へ
払ードグノレヲ希望ス.然レドモ，或ハ直接本学へ払下方出
Wftスル者アノレ等，何レモ希望スル処ナレパ或一人へ特売
メノレ如キハ考慮ヲ妥スベキ事アリ.或ハ公売ニナスカ若
シクハ払下希望者一同ヲ同日同所ニ呼集シテ特売ニスノレ
カノ法ヲ講ゼザル可カラズトス.
右及御報告候也
北海道演習林詰
助手三浦常雄
明治三十八年十一月 日
決科大学演習林長林学博士川瀬善太郎殿
(東大北海道演習林蔵)
(2) <資料2>
「雨龍君1¥出張取調報告書」
(明治三十九年九月一日)
雨龍郡出張取調報告
造林上並ニ土地貸下ノ件，調査並ニ意見左ニ及御報告
鉄也.
明治三十九年九月一日 助手 三浦常雄
北海道炭蹴鉄道株式会社所属雨龍森林ハ，面積一万三
千余町歩ノ}団地ニシテ挙テ数人，名家ヲ以テ，造林ス
ノレノ目的ニ依り北海道庁ヨリ貸下ヲ得タルモノェ、ンテ，
其后ニ至リ北海道炭破鉄道株式会社ユ於テ炭破ユ要スノレ
用材ヲ伐採利用、ンテ，跡地ニ造林ヲ施シ，将来炭破備林
トナスノ目的ヲ以テ是ニ貸下許可ヲ得タル.数人ヨリ権
利ヲ譲リ受ケタルモノユシテ，其当時出願起業方法ニ由
リ造林ヲ完成セル瞬ニハ，所有権ヲ得ルニ至ルモノト
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ス.右ノ:事情ニ‘ンテ， 貸下出願起業方法実行ニ依リ所有
権ヲ得/レ事殆ンド第一ノ主目的トナスヲ以テ，其.造林法
ハ従テ極メテ粗jiJr.ナノレモノナリ.
造林法
天然造林法
天然造林 ト称シテ現ニ行フノ法ハ，針葉樹林，殊ニト
ド松林ニ対シテ行フモノニ、ンテ，第一ニ炭田責用材ニ適シ
得ノレ針葉樹ノ総ベテヲ伐採利用シテ后熊笹，雑草ヲ刈リ
挑ラヒ，木製或ハ金属製ノ熊手ヲ以テ落葉類ヲ取り除
キ，土地ヲ露出セシメ ，伐採残立木ノ種子落下シテ発生
スルノ準備ヲナス.現今ハ， トド松ノ存立スル峯廻リヲ
十間隔前后ニ此法ヲ施ス.視察スル処ニ由レパ，天然生
稚隣ノ発生良好ナリ.之レニ主要スノレ費用，平均一坪一銭
トス.
此方法ハ，少クモ伐採后土地ヲ署長出セシメザノレノ利益
アリ.旦ツ発生后ノ手入完全ナルニ於テハ将来ノ見込無
キニアラズ.元ラIE，峯廻リノ如キハ，皆伐造林ニ適セザ
ノレヲ以テ此法ヲ施ス事可ナルベク，ーハ保護上ヨリ観察
スノレニ，其作業地ハ各峯ェ亘ノレヲ以テ之レヲ巡視道路ニ
利用シ得ル故ニ甚ダ使利ナリトス.
人工造林法
地排ハ新槌ノ前春ニ於テ利用、ン得ル樹木伐採跡地内三
寸以上ノ立木ヲ巻キ柏ラシニナシ，造林予定地ノ周囲ニ
防火ノ設備ヲナス.其法地勢並ニ附近ノ状況ニヨリ，平
均略一間柄ニi制作予定地ノ周図ヲ焼キテ防火線トナ、ン，
后其内部ニ火ヲ放ツ.然ル持ハ熊笹，幸{g草等ハ殆ンド焼
失ス.其残レノレモノヲ集積シテ焼キ払ラヒ，三寸以下ノ
立木並ニ立チ枯レ木ヲ倒シ以テ地排ヲ終ルモノトス.其
費用，平均}坪六康二毛ヲ要スト云ブ.造林樹種ハ全部
落葉松ニシテ地排ノ翌春ニ槌栽ス.以前ハ，ーi町歩四千
五百本以上モ植付ケタルモ，現時ハ三千本植ニナセリト
云フ.其方法等普通行ハノレ、法ヲ少而メ.
此地掠法ハ雑木利用ノi全然グ，之レヲ伐採シテ地祢ヲ
ナスニハ多大，労銀ヲ妥ス.然ルニ，此森林ニアリテハ
起業設計通リ造林セザルニ於テハ其当時ノ貸下契約ニ違
反スルヲ以テ契約解徐セラノレヲ以テ其設計通リノ面積ヲ
造林シ，以テ其規則函ヲ通過セザノレ可ラザルニ ヨリ余儀
ナクセラノレ、モノニシテ，叉止ムヲ得ザルナリ.
其造林地ヲ見ノレニ，巻キ枯シヲナシタルモノ林立シテ
屡々蒼々タル樹木ヲ見ノレ.其蒼々タルモノハ，巻キ枯シ
作業ヲナセルモノ、中ナラ，シナノ如キ種類ノ;枯死セザ
ルモノナリ.此等モ巻キ粕シ作業ニシテ，完全ナノレニ於
テハ枯死スル事勿論ナリト雌モ，此等枯死林立セ/レ林木
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ニシテ漸次腐朽シテ倒レタランニハ，植栽樹ヲ傷フ事少
カラザノレハ予期セザルベカラズ.而モ巻キ梢シヲナセノレ
当時 (植栽后余リ生長セザル間)ニ倒/レ、ニアリテハ，
尚ホ忍プベントスルモ，植栽后数年若タハ十数年ニシテ
骨折次倒ルベt/，一方，植栽樹ユアリテモ漸次生長シッ、
アノレヲ以テ其筈大ナリトス.此害タノレヤ巻キ枯、ン木ノ倒
ル、為メニ生ズJレニアリト雌モ，尚ホ巻キ枯ラシニ由ル
ノ害ハ大小ノ J柏木林立、ン居ノレヲ以テ，日光ヲ蔽フ事少カ
ラズ.殊ニ落葉松ノ如キ|湯樹ユ対シテハ其害大ニシテ，
生長ヲ損スル事:少カラズ.
要スノレニ地排中巻キ枯ラソハ，目下ノ状況，雑木ヲ利
用、ン能ハザルト，貸下当時ノ起業法ニ依h 一時ニ比較
的大面積ノ;造林ヲナサザノレ可カラザノレヲ以テ，経費ヲ妥
スノレ事大ナノレ故ニ止ムヲ得ズトスルモ，植栽樹ノ生長ヲ
妨ゲ，Jiツ植栽樹生長ノ后ニ折損セラル、事大ナルヲ以
テ採用スベカラザルノ法ト入故ニ，利用ノ途無キ樹木
、，寧々根返シヲナシ，然、ノレ后ニ雑草，熊笹ヲ;焼クノ目
的ヲ以テ火ヲ放ツ時ハ，根返木ノ小枝葉ハ自ラ焼失スベ
キヲ以テ此等ノ問ニ植栽スル事可ナノレベシ.無言l官，規則
正シク植栽スル事難、ント雌モ，植栽后生長ヲ妨害九 並
ユ倒木ニヨリテ折損セラル、ノ筈ニ比スレパ治カニ優レ
リ.地待費ノ、巻キ枯シヨムヨリ多タ要スベシト雌モ，
第一回ノ巻キ枯シ不完全ノ為メ，第二回，手数ヲ要スル
事等，比較スル時ハ根返ニヨリテ地祢ヲナスト大差無キ
至Jレベシ.予メ地続ニ火ヲ放ツ事，適法ニアラズト雌
モ，今日ノ状況叉止ムヲ得ザJレ事ナルベシ.尚ホ…・
ー町歩ノ造林費
地待費十八円六十銭 坪六厘ニ毛 トス
植栽貨 三円七五銭 一人四百本植，ーIlr歩三千
本ヲ入ノレモノトシテ，人夫
一入金五十銭
苗木代十二円 一本金四厘
運搬費 一円五十銭 平均三人トス
下刈賃 十円二十銭 第一回坪八毛， 第二，第三
回坪一座三毛三回トス
手入費 五円 巻柚シ不完全ノ物ヲ更ニ巻
言十金五十一円五銭
管理
枯ヲ施A.一反歩}人 トシ
ア
炭破株式会社ニ属スル森林雨龍郡外ニケ所，合計面積
二万余町歩ニ対シ，炭破株式会社造林派出所ナル森林ニ
対スルーノ機関アリテ，森林技術ニ関スル殆ンド総テハ
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此処ニ決セラノレ.派出所長ナル者ハ林学士トス.而ジ
テ，各山ニ造林支所ナルモノヲ地勢函積等ヲ参酌シテ配
置シ，伐木・造林等ヲ実施セシム.支所長ナノレ者ハ林学
実科卒業生，若クハ札幌農学校林学科卒業生成ハ森林
業ニ対・ンテ熟練ナル者ヲ之レニ充ツ.今.雨龍山林ニ就
テ見ルニ.本土面積ー万三千余町歩ニシテ左3 三支所ヲ
設ケテ管理セシム.
造林支所名| 国 積 ! 一予ヶ定年商造積林
i鷲泊 二千百余i町歩 五十五町歩
ポンニ夕、ンベツ 三千八百余町歩 七十五町歩
シノレドノレマップ 七千余町歩 三十五町歩
各支所ノ業務トシテハ，炭自民用材伐出並ニ造林事業ト
ス.而シテ，各支所所在地ハ苗圃ヲ設置シテ苗木ヲ養生
、ン，且ツ各支所内ニー，二{間処適当ノ位置ニ萄倒ヲ設
ケ， 管理人ヲ援キ， 苗木養生並ニIr付近ノ造林及保護ノ任
ニ当ラシム.
右ノ方法ニ依ノレヲ以テ，全面積内ニ三ケ所ノ支所ア
リ. 叉，各支所ニー，二ヶ所ノ商圏ヲ有ス. 而メ 各首
回，各支所関ニ林道ヲ開撃シ，交通甚ダ便ユシテ保護亦
完全セリ.
労働者ノ関係
労働者ヲ得ノレノ目的ヲ以テ農耕地ニ適スノレノ土地ヲ貸
下小作民ヲ入レ，以テ此等ヲ労働ニ従事セシム.現今，
全面積内ニ小作民ヲ入ル、 事六十一戸ナリ.今，其配置
ヲ見ルニ左ノ如シ.
l鷲泊支所内 三戸
ポンニタシベツ支所内支所々在地三十ー戸
(三ケ所ニ分ツ)
苗聞所在地二十一戸
(ボγマ)
シノレドルマップ支所内 六戸
右ノ如タニシテ小作民ハ内地ヨり募集セノレモノトス.
鷹泊支所内ニテ毎年二十五町歩ノ造林ヲナスニハ，三
戸ノ小作民ノミニテハ到底共用ヲナスベクモアラズト雌
モ，此地.-(，也ノi農場ト接近シ居ノレヲ以テ，此等ヨリ労働
者ヲ求メ屑ルモ，小作民ヲ使用スルトハ呉ナリ，労働者
ヲ得ル事難ク辛フジテ事業ヲ，償スノレト云フ.
ポンニタシベツ支所内ハ労働者ニ付キ，最モ便宜アノレ
ノ地ナリ.此支所分之モ亦，他ノ;農場即チ俗ニ本願
寺農場ト称スル本願寺ニテ貸下ヲ受ケタノレ庚大ナル土地
ニ入レタノレ小作農場ニ接近、ン居リ加フルニ，自己小作農
民五十二戸ノ多キヲ有スルヲ以テ，労働者不足ノ憂，殆
γ ドアル事無シ. 支所区内ユテ年々ノ造林面積ハ七十
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五町歩ニシテ，内支所々在地ポγニタシベツ方面ニテ四
十五i町歩並ニ同支所内ポンニタシベツ苗圃附近ニテ三十
IBJ歩ノ造林予定ト ス.而メ同支所内ノ造林並ニ伐木総テ
ノ:事業ニハ殆ンド小作民ノミニテ充分ニシテ少シタ不足
スルモ， I対近農場ヨリ求Jレヲ故ニ不自由ヲ感 ゼ ズ ト云
ブ.
之ユ由テ見ル時ハ，目下ノ状況， 労働者ヲ得ル為メニ
，小作民ヲ入レ，此等ヲ使用スル事最モ便ニシテ，且
ッ経済的ナリ.今，雨龍山村時ポシニタシベツ支所内ハ
完全ニ此法ニ由ノレヲ以テ，其小作民使用ノ法ヲ視察セソ
トス.之レユ先立チ，炭磁株式会社所属地小作規程ノ全
文ヲ見fレニ
北海道炭綴鉄道株式会社農業小作規程
~略 (資料 4 参照) ~
右ノ;規則ニ依リテ指配ス該規則ハ，法律上矛盾スル点
アルカ如シト雌モ，今日ニ至ル一ノ問題ヲ 生 ゼ ズ.而
よそ，現時ハー慣習 トナリダノレヨ以テ便多シトス.
尚ホ，現時ユ於テハ小屋掛料，掬墾料ヲ給セズ，味
1官，種子代ヲ貸付セザルモ，小作民ヲ得ノレ事容易ユシテ
旦ツ内地ヨリ移住民ヲ募集スノレノ要アラザノレヲ以テ，旅
費ヲ給スノレノ必要ヲ見ズ.
今，実際ニ小作民ヨリ労働ヲ得Jレノ状況ヲ見ノレニ，先
ヅ小作民中ヨリ 組頭ナル者一人ヲ選挙セシム.此組頭ナ
ノレ者ハ，小作民ニ対スル公共的ノ:事柄並ニ炭磁会社ニ対
スJレ労働者供給ノ事ヲ掌ノレモノトス.
今，労働者ノ必要ヲ生ズル時ハ，造林支所備置ノ板木
(合図スルノ器)ヲ打ツ.然ル日寺ノ、， 組頭ナル者ハ直チニ
支所ニ出頭ス.滋ニ於テ支所長ハ，労働者若干人ヲ招集
スベキノ 旨ヲ告グ.依テ組頭ハ小作人ニ出役スベキ旨ヲ
告グ.小作民ハ事情ノ止ムヲ得ザル限ハ出役スノレモノ ト
ス.而メ， 組頭ニ対スノレ報酬ハ労働者ニ支払フベキ金額
ノ一割トシテ，其五分，即チ二分ノーハ移住小作村民全
般ノ;事業即チ学校持祭典執行等ノ費用ニ積立セシム.
依テ組頭ノ純所得ハ労働者ニ支払 フベキ金額ノ五分ト
ス.而シテ，小作民出役ノ例ヨリ見ルモ，借リ受ヶ面積
一戸僕カ三町歩ナレパ，問今ハ殆ソド開墾シ終ツタノレヲ
以テ労働ニ余剰ヲ生ズノレ事及ビ出役スノレノ義務アル契約
ヲ成セシ事主ニ米噌ヲ会社ヨ リ借リ受タノレノ便宜アルヲ
以テ，事情止ムヲ得ザル限リハ出役シ，其出役シ兼タル
モノハ，其理由ヲ組頭ニ属ケ出ツ.而シテ，其会社ヨリ
米H骨ヲ借リ受クノレノ便宜アルト称スルハ，会社ハ米 ・味
噌 ・塩等日用ノ必需品並ユ毛布類ノ如キマデ小作民ニ貸
与シテ労働賃ト相殺スノレノ法ヲ行フ.而シテ，之レヲ借
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リ受クノレニハ組頭ノ;述書ヲ要れ労働供給ニヨリテ返却
スルノ責任ハ小作民一同ノ負担トナノレ.依テ，味噌等ヲ
借 り受ケテ労働出役害事ヲ怠ノレ者アルト キハ， 組頭 ハ勿
論， 小作民全体ヨリ出役ヲ促サノレ、ヲ以テ怠ルヲ得ザル
ニ至ルナリ.而シテ，会社ノ義務トシテハ各個人ノ労働
ニ対シ相等ノ労働賃ヲ給スルノ、勿論ニシテ，其他学校費
等ノ一部ヲ補助スノレニアリ.如斯事情ユ依リ ，比較的円
満ニ労働者ヲ得ラノレ.而シテ，造林支所長ナノレ者ハ，恰
モ昔時ノ庄屋然タ fレ者ニシテ， 小作民ノ;旅行等ニ就テ許
可ヲ与へ，村内ニ争論等ノ生ズル時ハ件裁者トナリ，冠
婚葬祭等ユ当ツテハ所調床柱ヲ背二シテ座セシメ ラノレト
云フ有機ニシテ，所謂模範自治町村ノ村民 ト村長ニ於ケ
ノレカ如キ風アリ.
要スルニ，北海道現時労働者ヲ使用スルノ点ヨリ見ノレ
ニ，我ガ演習林ノ如キ事業ヲナスニハ必ズ小作制ニ依リ
労働者ヲ得ノレノ策ヲ採ラザル可カラズ.此点ニテ就ハ北
海道炭鎖株式会社小作制ニ範ヲ採ル事少カラザノレベシ.
(資料1に同じ)
(3) <資料3>
農地貸下規程ニ対スルー怠見
第三条貸下地面積ノ制限ヲ四町歩(若グハ五町歩)以
内ト訂正スノレ事.
理由一義キニ進展セノレ規程草案ニ三町歩ヲ襟準トナ
シ.j也型ニ依リ増減シ得ノレ虫日夕ナセルハ，労働
ユ過剰ヲ生ゼジメ ，以テ本林事業ニ利用スノレノ
目的ナノレモ，今回貸下ヲ予定セノレ如キ比較的他
農場ニ近キ場所ニアリテハ，本林ニ労働ノ有ラ
ザル時ハ他ユ其途ヲ求メ得ベ キ モ， rユシタッ
プJ (是非移住セジムルノ必要アリ)ノ如キハ
不便ナノレヲ以テ，専ラi送業ユ依ルト本林ニ労働
ヲ供給スノレユ依ルノ外ナシ.然ル時ハ少シク多
人数ノ家族エテ一戸分，則チ三町歩ニテハ大ナ
ル不足ヲ感ズナリ依テ第一着ニ移住セシムノレ上
ニ於テモ，彼等ハ其預積ノ小ナノレヲ見テ，借受
希望者少キニ至ルヤHY難シ.依テ，規定ハ一
戸分四町歩若シタハ五回I歩以内トシテ，其範閣
内ニテ増減、ン得ル虫日夕ナス事便ナリ.
右ノ理由ニ依リ，訂正致度其他ノ条件ハ当ヲ得ウノレモ
ノト被存候.
i白テ炭破会社土地貸下規程ハ， 一戸分三町歩ナ
ルモ，墾成ノ上ハ滞i次未開地貸下ノ{更ヲ与へ居
レリ.右御参照ノコ ト添言仕候也.
48 山形大学紀要(農学)第10巻第1号
十一月十六日 三浦助手
川瀬演習林長殿
(資料1，2に同じ)
(4) <資料4>
北海道炭蹴鉄道株式会社農業地小作規定(明治32年)
第一条本社農業地ユ於テ本規程ニ依リ小作人ヲ募集ジ
本規程ニ依リ小作ニ従事セシム本社農業地ノ小作
人トナリタノレ者ハ本規程ニ定ムル条項ヲ服胸スベ
キ義務アルモノトス
第二条 左ニ掲ゲル各項ノーニ抵触スノレ者ハ小作人トナ
ルコトヲ得ズ
ー、農業・林業何レノ経験ヲモ有セザル者
二、移住スベキ一家族中丁年以上ニシテ労働ニ堪
ユル人員二人以上ヲ有セザル者
三、戸籍証明書ヲ所持セザル者
問、確実ナノレ保証人ナキモノ
第三条小作人移住ノ際ハ送籍状ヲ携帯スベシ
第四条 小作人エハ一戸ニ付農業適地三町歩ヲ配当ス
第五条前条配当地ハ左ノ標準以上ニ於テ八ヶ年以内ニ
全部ヲ墾成スベシ
初年目 九反歩
二年目 四反五畝歩
三年目四年目五年目六年目七年目各三反歩
八年目 一反五畝歩
第六条 本社ノ小作人トナリタ ノレ者ハJJIJ;Ú~第一号書式ユ
依リ小作契約証書ヲ差出スベシ
第七条 小作人移住ノ際其請求ニ依リ無利息ヲ以テ左ノ
貸付ヲナスコトアルベシ
但シ返済スベキ期日ヲ経過シタルトキハ年一割二
分ノ利子ヲ付ス
一、移住旅費
但シ前住地ヨリ移住地ユ至ル旅費ノ実費以内
二、農具代及種子料
但シ農具ハ移住当時必要ノモノ種子ハ初年播種ユ
必要ノモノ
三、食料
但シ移住ノ日ヨリ向八ヶ月以内ノ米噌
第八条前条貸付金ハ左ノ方法ヲ以テ返済スベキモノト
シ別紙第二号書式ニ依リ借用証書ヲ差出スベシ
一、二ヶ年以内ニ返済スルコト
二、前項ノ:外本社ノ業務ニ従事シ受取ル賃金アル
トキハ其十分ノーヲ以テ返済金二充ツノレコト
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第九条小作人ニハ左ノ補給ヲナス
一、小屋掛料一戸ニ付金五円
一、開墾料 一反歩ニ付金三円
第十条前条小屋掛料ハ小屋掛ヲ終リタル当時ニ交付シ
開墾料ハ毎年五月一日及十月一日ノ現在新墾反別
ニ依リ之ヲ交付ス
第十一条小作人ハ成墾地ユ対シ左ノ区分ニ随ヒ其年十
年限リ小作料ヲ納ムベシ
但成墾后三ヶ年間ハ無料トス
四年目一反歩ニ付 金三十銭
五年目 " 金五十銭
六年目 " 金七十銭
七年目以降ハ近傍地ヲ参酌ジテ適宜之ヲ定ム
第十二条前条小作料ハ時宜ニ依リ農作物ヲ以テ納入ヲ
許スコトアルベシ
但換算価格ハ時々之ヲ定ム
第十三条 小作地ニ生存スル樹木ハ本社ノ需用若クハ風
防等ノ為メニ必要ナノレモノ外総テ無代価ヲ以テ伐
採セシムベシ
第十四条小作人ハ開墾事業ノ:外本社造林地ノ看守ヲナ
シ及其事業ユ就キ雇役セラルル義務アルモノトス
但造林事業ユ就キ履役スルトキハ相当ノ賃金ヲ給
ス
第十五条小作権ハ売買議与支給等総テ之ヲ他人ュ移ス
コトヲ得ズ
第十六条小作人=於テ目的以外ニ土地ヲ使用シヌハ他
人ノ土地ヲ小作、ン者クハ本社以外ノ;業務ニ従事セ
ムトスルトキハ本社ノ承諾ヲ受タベγ
第十七条 小作人ニシテ左ノ各項ノーニ抵触スノレ者ノ、小
作契約ヲ解除シ一ヶ月以内ニ退去セシムルコトア
ルベシ
但小作人ニ於テ無断ニ農業地ヲ退去、ンタノレモノハ
小作権ヲ放棄シタルモノト見倣シ第十八条ノ例ニ
依リテ処分スベシ
一、本規定ェ遼背シタル者
二、操業不熱心ユシテ成功ノ見込ナキ者
三、品行不良等若Pハ風儀ヲ損スル行為アリト認
ムル者
第十八条 前条ニ依リ小作契約ヲ解除、ンタル者若クハ自
ラ小作ノ;解除ヲ求メタル者ニ対、ンテハ左ノ処分ヲ
ナス
一、貸付金ノ全部ヲ一時ュ燐済セシムル事
二、イ士払末済ノ開墾料ハ之ヲ給輿セザノレ事
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三、収穫以前ノ農作物ハ本社ノ所得トナス事
(第一号書式)恒盤l小作契約書
何国何郡何市字町
一、 未開地反別三町歩
二、 開墾地同町
三、毎年墾成反別
初年目 九反歩
二年目 四反五畝歩
自三年目
毎年三反歩
歪七年目
八年目 一反五畝歩
四、開墾料一反歩ニ付金三円
五、小作期間 明治何年ヨリ何年マデ何ヶ年(二
十年以内)
右ハ今般拙者ニ於テ貴社操業地小作人ト相成候ニ付テハ
小作規程ノ条項及前記各項ノ主旨承諾仕猶今後貴社アリ
時々御通告ノ:事項ヲモ確守可イ土シモ本人ノ身分並ニ其債
務ニ関シテハ保証人ニ於テ引受決シテ貴社ニ対シ御迷惑
相掛ヶ申問敷為後日契約読書{乃テ如件
原籍
住所
年月 日 小作人氏名@
原籍
住所
保証人氏名 ⑪
北海道炭破鉄道株式会社長殿
匝函(第二号書式) 借用証書
一金何程前住地何処ヨリ移住地エ歪ル旅費
一金何程農具代金
一金何程種子料
一金何程食料
合計金何程
但返済期限切治何年何月限
右ハ今般tUI者・ニ於テ御社小作人ト相成候ニ付必要ナノレ費
用借用候処実正也然ル上ハ燦業地小作規程第八条ニ随ヒ
前証期限真ユ漸次返済可仕猶英外今後御社ヨリ受取ルベ
キ金員アノレ トキハ総ベテ其一割御引去 リノ上返済金ニ御
差加へ被下度寓一期限ニ~リ残金有之ヲコ ス、場合ハ拙者
所布之財産御差押被下候トモ叉ハ小('1'契約証書ニ連署セ
ノレ保証人ユ弁償被命候トモ柳カモ奥存無之言為後日借用
証書{乃ヲ如候
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住所
年月日 小作人 氏名⑩
北海道炭磁鉄道株式会社長殿
(資料1より抜粋)
(5) <資料5>
小作規程 (大正10年4月)
第 1条社有農業j也ハ木規稜ニ依リ小作人ヲ入場セシメ
耕作ニ従事セシム
第 2条 小作人ハ下記各号ニ該当スノレモノタルコトヲ要
ス
1.幾業林業何レカノ経験ヲ有スノレ者
2. 入場スヘキ家族中労働ニ堪ユル人員2名以上
ヲ有スル者
3.品行方正ニ、ンテ業務ニ熱心ナル者
4.確実ナノレ保証人アノレ者
5.其他会社ニ於テ適当 ト認、メ得ル者
第3条 小作人タラソ ト欲スル者ハ小作入場申込書(書
式第 1号)ニ戸籍謄本ヲ添へ差出スヘシ
第4条 入場ノ承諾ヲ受ケタノレ者ハ小作契約証書 (書式
第2号)ヲ叉小作権ヲ譲受ケタル者ハ小作権承継
契約証書 (書式第3号)ヲ差出シ其承諾ヲ受ケタ
ル日ヨリ 1ヶ月以内ニ入場スルヲ要ス
特別ノ事由ニヨリ前項期間ニ入場、ン得サノレ者ニ対
シテハ其願出ユヨリ更ニ 1ヶ月以内1猶予ヲ為ス
コトアルヘシ
前2項ノ期間ニ入場セサル者ハ其事由ノ如何ニ拘
ラス小作権ハ消滅シタルモノ トス
第 5条 小作 1戸ニ対スル配当地積ハ 4町歩ヲ標準トス
但地味j也勢叉ハ区割ノ都合上之カ増減ヲ為スコト
ヲ得小作人ノ資力叉ハ労力豊富ニシテ会社=於テ
~耕作、ン得ルノ余力アリト認、ムノレトキハ前貸付地
ヲ全墾シタノレ者ニ限リ更ニ 1戸分ヲ貸付スノレコト
アルヘシ
第 6条未墾土地ヲ貸付タルトキハ貸付ノ年ヨリ向フ 5
ヶ年以内ノ墾成期限ヲ附シ毎年ノ開墾反男IJハ下ノ
標準ュ依リ之ヲ定ムノレモノトス
初年目 (8月1日以降契約セル者ハ其翌年ヨリ起
算ス 3害1]
2年目 3割
3年目 2割
4年目 2割
第7条 小作料ハ鍬下年限満了ノ翌年ヨリ開墾契約反lJlJ
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ニヨリ成墾ノ有無ニ拘ラス毎年9月ヨリ 11月迄ニ
之ヲ徴収ス但成墾後実測シタルモノハ其実測面積
ニヨリ小作料ヲ定ム
鍬下年限ハ小作契約締結ノ際小作料ハ鍬下年限終
了ノ年ニ於テ之ヲ決定ス 既墾土地ノ新規貸付ヲ
為ス場合=在リテハ其小作料ハ小作契約ノ際之ヲ
定ム
第8条 小作料ハ類地ノ小作料ニ比準、ン之ヲ定ム但3年
以内ニ於テハ之カ更正ヲ為ササルモノトス
第9条小作契約ノ期限ハ10カ年以内トス但期間満了ノ
場合ハ会社ニ於テ差支ナキ限リ継続契約ヲ為スへ
、ン
第10条 会社カ必要アリト認メタノレ場合ニ於テハ目巴料馬
匹其ノ他ノ資金ヲ貸付、ン若タハ小屋掛開墾料等ノ
補助ヲナスコ トアノレヘシ
第11条小作人入場シタルトキハ直ニ其四囲ニ地番号及
氏名ヲ記シタノレ標杭ヲ建設スヘシ
第12条 本会社マタハ官公ノ用ユ供スノレ必要ヲ生シタル
トキハ小作地ノ一部叉ハ全部ヲ返地セシム但此ノ
場合ニ在リテハ直接ノ損害=対シテハ相当ノ:補償
ヲナスコトアルヘシ
第13条 小作人ハ会社ノ承諾ヲ受!J)レニ非サレハ其小作
権ヲ譲渡叉ハ転貸スノレコトヲ得ス
会社ニ対シ債務アノレ小作人ハ其義務ヲ一時ニ履行
スルカ叉ハ会社ニ於テ適当ト認ムル者ニ承継セシ
メタノレ後ニアラサレハ退場スノレコトヲ得サルモノ
トス
第14条 前条ニ依リ小作権ヲ譲渡セソトスルトキハ手数
料金10円ヲ添へ小作名儀書替申込書(書式第4号)
ヲ差出スヘシ但家督相続ニヨリ名儀書替ヲナス場
合ハ書換手数料ヲ要セス
第15条小作人ハ常=社有山林ノ看守ヲナシ且ツ相当賃
銀ヲ以テ造林伐木其他山林附帯ノ:事業ニ出役スル
ノ義務ヲ負フモノトス
第16条小作人ハ其小作地内ニ原生スル木竹ヲ自家用ニ
供スルコト得但之ヲ売買叉ハ譲与セソトスノレトキ
ハ会社ノ承諾ヲ受クヘシ
第17条 小作人ハ会社ノ承諾ヲ得テ其小作地ヲ優良ノ地
自ニ変換スルコトヲ得叉会社ニ於テ必要ト認メタ
ルトキハ之ヵ変更ヲ命スノレコトアノレヘシ此場合ニ
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小作人ハ異議ヲ申立ツルコトヲ得ス但本条ニヨリ
変換地ノ小作料ハ地目変換叉ハ命令ノ トキ適立之
ヲ定ム
第18条 小作人ニ於テ目的以外ニ土地ヲ使用シ叉ハ他人
ノ土地ヲ小作シ若クハ本会社以外ノ事業ニ従事セ
γ トスノレトキハ会社ノ承諾ヲ受クヘシ
第四条小作人ニシテ下記各号ノーニ該当スル者ハ小作
契約ヲ解除シ 1ヶ月以内ニ退場セジムルコトアル
ヘシ此ノ;場合小作料其ノ他ノ債務ハ即時弁償セシ
ム
1.契約ノ条項ニ違背シタル者
2.第2条ノ資格ヲ失ヒタノレ者
3. 小作地ヲ荒廃ニ帰セシメタル者
4.貸付金ノ返納ヲ怠りタノレ者
第四条 小作人ユジテ無断退場νタル者ハ小作権ヲ放棄
シタノレモノト見倣シ其小作地内ノ工作物及未収獲
物ハ会社之ヲ取得ス前項取得物ノ価格債務額ニ迷
セサルトキハ其不足額ハ保証人ヲシテ弁償セシム
第21条 第19条第1号ニヨリ契約ヲ解除シタル場合ニ於
テハ小作人ハ其小作地ニ投下シタル改良費有益費
等ノ償還ヲ請求スルコトヲ得サノレモノトス
第22条不可抗力ニ困リ土地ニ異状ヲ生シ叉ハ定着物ニ
災害アリタルトキハ速カニ其旨届出ツヘシ
第23条 会社ニ於テ本規程ヲ改廃ツ叉ハ小作ニ関スル規
則ヲ設ケタル トキハ小作人ハ之ヲ絡守スヘキモノ
トス
第24条本規程ハ大正10年6月1日ヨリ実施ス
大正2年 1月 1日施行ノ小作規程ハ本規程実施ノ
月ョリ之ヲ廃止ス
(r北炭山林史Jp. 155~158 より引用)
(注) 北炭の小作規定I'J:..明治32年に原規定が制定さ
れ，大正 2年の大改正を経て，大正10年に最終的に確定
されている. (r北炭山林史Jp.153参照)現在のところ，
この大正2年の規定の全文については資料的に確認でき
ない.なお.1980年4月北炭本社(札幌)にて発掘した
「北炭山林史」の原本と推定される 「社有林史(上 ・下)J
(北炭造林諜.1957年，北炭本社蔵)にも，資料4.5は
掲上されているが，大正2年のそれは記哉されていな
し、.
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Summary 
1. Purpose of Stlldy 
The purpose of this stlldy is in the analysis of 
lhe problem of land-owne1'ship in the modern capi・
lalism of Japan. 
2. Object of Stlldy 
Th】eobj作巴ct0ぱft仙hiおss討tlldyiおst仙h巴 land-owne剖r，討1吋ip
of HOKUTAN Co. which is one of the la1'gest in 
]apan alld Hokkaido. 
3. Composition of this papel 
This stlldy constrllct呂 7chapter. 
It was written 1~3 chapter the last paper. It is 
written 4 chapter in this paper and another wi1 be 
printed in next. 
1) Historical formation of land-o、，vnershipin 
Japan and Hokkaido. 
2) FOllndation and historical d巴velopmentat 
HOKUTAN Co. 
3) The historical formation of the land-
ownership in HOKUT‘AN Co. 
4) The base of historical development in this 
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land-owners-management. 
5) Bllsiness at historical development of its 
land-owners-mallagement. 
6) Sllmma1'ization 
7) Histrical material for this stlldy. 
4. Conclllsion of this paper 
The allther allalyzed the historical fo1'mation of 
the largest land-ownership il connectiol1 with its 
system il HOkkaido and the d巴velopm巴ntof HOKU-
TAN Co. 
1) Its historical bas巴 areexplailled as feu-
dalistic relations of prodllction llnde1' the landown巴1's
economy. 
2) These 1'elatiolls were fllndamentally lagat-
ed by the Land Refo1'ms which started in 1948. In 
this p1'ocess most of the tenant-fa1'me1's in Hokkaido 
becam巴 th巴 OWll巴r-fanne1's.
Bllt th巴 largestlandowne1's are Iiving now as 
forest-landowe1's in Japan and Hokkaido. 
